


金融 上 の 行政 処分 に つい て 





〇 行政 運営 の 基本 的 な 考え 方 
明確 な ルー ル に 基づく 透明 か つ 公 正 な 金融 行政 の 徹底 


利用 者 保護 と 市 場 の 公正 性 の 確保 に 配慮 し た 金融 の ルー ル の 整備 と 適切 な 
運用 














〇 基本 原則 








行政 運営 の 基本 的 な 考え 方 に 基づき 、 金融 機関 等 の 業態 や 規模 の 如何 、 外 国 
企業 で ある か 国内 企業 で ある か を 問わ ず 、 法 令 に 照ら し て 、 利用 者 保護 や 市 場 の 
公正 性 確保 に 重大 な 問題 が 発生 に て いる と いう 事実 が 客観 的 に 確認 され れ ば 、 厳 
正 か つ 適切 な 処分 を 行っ て いる 。 








〇 行政 処分 の 公正 性 ・ 透 明 性 の 確保 





1. 事前 に ルー ル や 解釈 を 明示 


・ 検査 監督 上 の 着眼 点 や 行政 処分 に 関す る 事務 の 流れ 等 を 、 あらかじめ 「 監 督 
指針 」 と し て 定め 、 広く 周知 し て いる 。 
( 例 1) 銀行 に お いて 、 預 金 等 の 金融 商品 の リス ク や 重要 事項 の 提示 ・ 説 明 を 行わ ず に 、 顧 客 を 誤認 させ 
て 取引 の 勧誘 ・ 販 売 を 行っ た 事例 に つい て は 、 あ ら か じ め 主 要 行 等 向け 監督 指針 ル 一 3 一 3「 利 用 
者 保護 の た め の 情 報 提供 ・ 相 談 機能 」 に 明確 な チェ ッ ク ポ イン ト が 掲げ て あっ た 。 
( 例 2) 保 険 会 社 に お いて 、 保 険 金 の 不適 切な 不払い 等 が あっ た 事例 で も 、 あらかじめ 保険 会 社 向 け 監 督 
指針 ロー3 一 5 一 2(※)「 保 険 金 等 支払 管理 態勢 」、 エ 一 3 一 3(※)「 保 険 募集 態勢 」 に 明確 な チェ 
ッ ク ポ イン ト が 掲げ て あっ た 。 
※ 項 目 番 号 に つい て は 、 当 時 の も の で あり 、 現在 の 項目 番号 と 異な る 。 
いわ ゆる ノー アク ショ ン レ ター 制度 に お いて 、 民間 企業 等 が 新規 に 事業 や 取 
引 等 を 具体 的 に 始め よう と する 際 に 、 当該 具体 的 行為 が 不利 益 処 分 の 対象 と 
な る か 等 に つい て 照会 を 受け 、 回 答 を 行っ て いる 。 
また 、 ノ ー ア クシ ョ ン レ ター 制度 を 補完 する も の と し て 、「 一 般 的 な 法令 解釈 に 


係る 書面 照会 手続 」 を 導入 し 、 個別 事例 か ら 離 れ た 一 般 的 抽象 的 な 法令 解釈 
に つい て の 照会 も 可能 と し て いる 。 
( 注 1) ノ ー ア クシ ョ ン レ ター 制度 の 利用 実績 は 、 平 成 13 年 7 月 の 制度 導入 以降 、 平 成 31 年 3 月 31 日 時 
点 ま で で 64 件 。 う ち 、 証券 取引 法 、 同 施行 令 に 関す る 照会 ・ 公 表 は 7 件 。 
( 注 2)「 一 般 的 な 法令 解釈 に 係る 書面 照会 手続 」 に お ける ノー アク ショ ン レ ター 制度 と の 相違 点 
① 個別 具体 的 事例 か ら 離 れ た 一 般 的 抽象 的 な 法令 解釈 に 係る 照会 を 可能 と し た 
② 個別 事業 者 に 加え て 、 事 業者 団体 が 自ら 照会 する こと を 可能 と し た 
③ 弁護 士 等 (弁護 士 、 公 認 会 計 士 等 、 照 会 事項 に つき 高い 専門 的 知見 を 有する 者 ) 以外 の 者 が 代 
理 人 に な る こと を 可能 と し た 


2. デュ ー プ ロ セ ス の 遵守 
・ 行政 処分 を 行う に あたっ て は 、 行 政 手 続 法 に 則り 、 聴 聞 又 は 弁明 の 機会 の 付 
与 を 行っ て いる 。 
・ 更に 、 行 政 手 続 法 で 定め る 手続 き の 前 段階 と し て 、 金 融 機関 か ら の 求め に 応 
じ 、 意 見 交換 を 行う 手続 き を 用 意 し て いる (意見 交換 制度 ) 。 
( 注 ) 更に 、 処分 に 対し て は 、 行 政 不服 審査 法 第 6 条 に 基づく 異議 申立 て や 行政 事件 訴訟 法 第 8 条 に 基 づ 
く 処 分 の 取消 し の 訴え を 提起 する こと が 可能 で ある 。 
3. 透明 性 の 確保 


行政 処分 に つい て は 、 他 の 人 金融 機関 等 に お ける 予測 可能 性 を 高め 、 同 様 の 
事案 の 発生 を 抑制 する 観点 か ら 、 財務 の 健全 性 に 関す る 不利 益 処 分 等 、 公 表 
に より 対象 金融 機関 等 の 経営 改善 に 支障 が 生ずる お それ の ある も の を 除き す 
べ て 公表 し て いる 。 

その 際 に は 、 原 因 と な っ た 事実 関係 及び 根拠 と な っ た 法令 ・ 条 文 等 を 必ず 明 
示す る こと に より 、 予 測 可 能 性 を 高め る よう 努力 し て いる 。 


・ また 、 行 政 処 分 事例 集 を 取り まとめ 、 四 半期 毎 に 公表 し て いる 。 
・ 情報 公開 法 の 適用 に より 、 毎 年 多数 の 情報 公開 請求 に 応じ と て いる 。 





〇 行政 処分 の 基準 


. 具体 的 に どの よう な 処分 を 行う か の 判断 に つい て は 、 ま ず 、 以 下 の よ うな 点 を 検 
証する こと と し て いる 。 
① 当 該 行 為 の 重大 性 ・ 悪 質 性 
© 公益 侵害 の 程度 











ー ト 


金融 機関 が 、 例 えば 、 顧客 の 財務 内 容 の 適切 な 開示 と いう 観点 か ら 著 し く 
不適 切な 商品 を 組成 ・ 提 供し 、 金融 市 場 に 対す る 信頼 性 を 損なう な ど 公 益 
を 著しく 侵害 し て いな いか 。 


© 利用 者 被害 の 程度 
広範 囲 に わた っ て 多数 の 利用 者 が 被害 を 受け た か どう か 。 個々 の 利用 者 
が 受け た 被害 が どの 程度 深刻 か 。 


⑨ 行 為 自 体 の 悪質 性 
例え ば 、 利用 者 か ら 多 数 の 苦情 を 受け て いる の に も か か わら ず 、 引き 続き 
同様 の 商品 を 販売 し 続け る な ど 、 人 金融 機関 の 行為 が 悪質 で あっ た か 。 


⑥ 当該 行為 が 行わ れ た 期間 や 反復 性 
当該 行為 が 長期 間 に わ た っ て 行わ れ た の か 、 短 期間 の も の だ っ た の か 。 
反復 継続 し て 行わ れ た も の か 、 一 回 限り の も の か 。 また 、 過 去 に 同様 の 違 
反 行 為 が 行わ れ た こと が ある か 。 


© 故意 性 の 有無 
当該 行為 が 違法 ・ 不 適切 で ある こと を 認識 し つつ 故意 に 行わ れ た の か 、 過 
失 に よる も の か 。 

© 組織 性 の 有無 
当該 行為 が 現場 の 営業 担当 者 個人 の 判断 で 行わ れ た も の か 、 あ る い は 管 
理 者 も 関わ っ て いた の か 。 更に 経営 陣 の 関与 が あっ た の か 。 

© 隠蔽 の 有無 
問題 を 認識 し た 後に 隠蔽 行為 は な か っ た か 。 隠蔽 が ある 場合 に は 、 そ れ が 
組織 的 な も の で あっ た か 。 

〇 反 社 会 的 勢力 と の 関与 の 有無 
反 社 会 的 勢力 と の 関与 は な か っ た か 、。 関与 が ある 場合 に は 、 ど の 程度 か 。 

② 当 該 行為 の 背景 と な っ た 経営 管理 態勢 及び 業務 運営 態勢 の 適切 性 

ぐ 代 表 取 締 役 や 取締 役 会 の 法令 等 遵守 に 関す る 認識 や 取組 み は 十 分 か 。 

⑨ ぐ 内 部 監査 部 門 の 体制 は 十分 か 、 ま た 適切 に 機能 し て いる か 。 

⑥ 〇 コン プラ イア ンス 部 門 や リス ク 管 理 部 門 の 体制 は 十分 か 、 ま た 適切 に 機能 
し て いる か 。 

⑥ ぐ 業務 担当 者 の 法令 等 遵守 に 関す る 認識 は 十分 か 、 ま た 、 社内 教育 が 十分 
に な され て いる か 。 


(③ 軽 減 事由 
以上 の 他 に 、 行 政 に よる 対応 に 先行 し て 、 金 融 機関 自身 が 自主 的 に 利用 
者 保護 の た め に 所 要 の 対応 に 取り 組ん で いる 、 と いっ た 軽減 事由 が ある か 。 
特に 、 金 融 機関 が 、 行 政 当局 と 共有 され た プリ ン シ ブ ル に 基づき 、 自 主 的 
な 対応 を 的 確 に 行っ て いる 場合 は 、 軽 減 事由 と し て 考慮 する も の と する 。 


2. 上 記 1 の 諸 要 因 を 勘案 する と と も に 、 そ れ 以 外 に 考慮 すべ き 有 要素 が な いか どう か 
を 吟味 し た 上 で 、 
① 改 善 に 向け た 取組 み を 金融 機関 の 自主 性 に 委ね る こと が 適当 か どう か 、 
② 改 善 に 相当 の 取組 み を 要 し 、 一 定期 間 業 務 改 善 に 専念 ・ 集 中 させ る 必要 が あ 


る か 、 
③ 業 務 を 継続 させ る こと が 適当 か どう か 、 
等 の 点 に つい て 検討 を 行い 、 最 終 的 な 行政 処分 の 内 容 を 決定 し て いる 。 





〇 チェ ッ ク 体 制 等 
・ 行政 処分 の 内 容 を 検討 する に 当たっ て は 、 公 平 性 を 欠く こと が な いよ う 、 過去 
の 処分 事例 等 を 勘案 する の みな ら ず 、 複 数 の 課室 に お いて 慎重 に チェ ッ ク す る 
態勢 を 採っ て いる 。 
・ 上 庁 内 に 、 弁 護 士 等 に より 構成 され る 独立 し た 法令 等 遵守 調査 室 及び 金融 庁 ( 職 
員 ) の 法令 等 遵守 に 関す る 情報 の 受付 窓口 を 設置 。 











〇 事後 の フォ ロー アッ プ 


行政 処分 を 行う の は 、 金 融 機関 の 財務 の 健全 性 、 業 務 の 適切 性 等 の 確保 が 
主眼 で あり 、 処 分 その も の が 目的 で は な い 。 

行政 処分 に 際 し て 、 業務 改善 計画 の 提出 を 求め て いる の は 、 ガ バナ ンス 、 リ ス 
ク 管 理 、 コ ンプ ライ アン ス 等 に つい て 、 金 融 機関 が 自ら 抜本 的 な 態勢 の 改善 に 
取組 み 、 そ の 効果 が 将来 に わた っ て 持続 的 に 発揮 され る こと を 期待 し て いる た 
め 。 

この よう な 観点 か ら 、 当 庁 に お いて は 、 金 融 機関 の 業務 改善 に 向け た 取組 み 
を フォ ロー アッ プ し 、 そ の 改善 努力 を 促す こと に 注力 し て いる 。 





( 以 上 ) 


